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Ⅰ．序
　現代社会において企業は単独で存在しているわ
けではなく、多くの企業と互いの製品を交換し合
いながら活動している。この財の交換関係は、市
場取引の発生の前から存在したものであり 1）、企
業が取引関係を他の企業と結び、原料の調達や製
品の販売を行う現象も同様に古典的なものである。
このような複数の企業の取引関係の中で、それぞ
れが生産活動を行い、その過程で付加価値が生み
出されていると主張したのは、ポーター（Porter, 
M.）である 2）。この企業間の取引関係における価
値の流れとそこで発生するリスクの管理を行うこ
とがサプライチェーン・マネジメントである 3）。
そして、1990 年代以降、サプライチェーンの中
で発生するリスクを実証的エージェンシー理論に
よって説明することが試みられている 4）。その結
果、プリンシパル・エージェント関係がサプライ
チェーンの中でいかように形成されているのかが
多くの研究者によって論述されている 5）。しかし、
このことに関しては、統一的な見解はみられず、
混沌としているというのが現状である。それらを
整理し、サプライチェーンを実証的エージェンシー
理論で説明することが可能であるか否かというこ
とを検証することが本稿の目的である 6）。
Ⅱ．実証的エージェンシー理論とサプライチェー
ン・マネジメント
　エージェンシー理論は、新制度派経済学の諸理
論の中でリスクを取り扱う理論であると言われて
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1） Smith, A. (1776) を参照。特に第一章から三章。
2） Porter, M. (1985) を参照。
3） サプライチェーン・マネジメントの具体的な内容については、Juettner, U. (2005), Manuj, I. & Mentzer, J. T. (2008) を参照。
4） 2000 年代以降、サプライチェーンにおいて発生するリスクを管理することが、サプライチェーン・リスクマネジメントと称せられ
るようになっているが、そこでは、流通担当者が実務上で行う方法論について述べられることが多い。それは、本稿の主旨とは異な
るため、本稿ではこの用語は使用しない。
5） プリンシパル・エージェント関係はエージェンシー関係と称せられることもあるが、本稿では、これらに意味上の違いはないと判
断し、統一してプリンシパル・エージェント関係と称する。同様に、エージェンシー理論もプリンシパル・エージェント理論と称せ
られるが、これもエージェンシー理論と統一する。
6） Eisenhardt, K. M. (1989), Fayezi, S. , O’ Loughlin, A. & Zutshi, A. (2012) を参照。サプライチェーン内のプリンシパル・エージェント関
係について説明されるほとんどの場合において、実証的エージェンシー理論が利用されている。
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いる 7）。このリスクという概念は、ナイト（Knight, 
F.）が提起した不確実性の原理に基づいている。
彼は、リスクとは予見可能な損失が発生する確率
のことであり、不確実性とは予見不可能な損失が
発生する確率のことであると定義している 8）。し
かし、この定義は、リスクの発生確率のみを問題
としており、現実においてはリスクの管理には、
リスクの発生確率を下げる方策以外にも、発生し
た場合の損害を減少させる方策を講じることも含
まれる。つまり、リスクとは、損失の発生確率と
損失額の積のことなのである 9）。実証的エージェ
ンシー理論によってサプライチェーンを説明する
ためには、実証的エージェンシー理論のいかなる
要素がサプライチェーン・マネジメントを説明し
ているかを明らかにする必要がある。ただ単にリ
スクという概念を扱っているという点で結びつけ
られたものではないはずである。
Ⅱ－１．サプライチェーン・マネジメントとは何
か
　サプライチェーン・マネジメントとは、サプラ
イチェーン内の価値の流れとそこで発生するリス
クを管理することである。具体的には、それは「サ
プライチェーン内のある特定の企業や事業を超越
して行われる構造的、戦略的な事業機能の調整の
ことであり、サプライチェーン内の企業の長期的
な業績の改善を目指して行われる 10）」のである。
しかし、実際には、サプライチェーン・マネジメ
ントはサプライチェーン内のある特定の企業の意
思によって行われている。そして、サプライチェー
ン・マネジメントの研究者達もサプライチェーン・
マネジメントを主導する企業を研究対象にしてい
る。要するに、サプライチェーン・マネジメント
の役割とは、それを主導する企業の意思を制度整
備によってサプライチェーン内の他の企業の行動
に反映させていくことである。この点は、ジェン
セン（Jensen, M. C.）が提唱した実証的エージェ
ンシー理論の目的と類似している。確かに、サプ
ライチェーン・マネジメントでも、実証的エージェ
ンシー理論においても、考察対象に含まれる行為
主体（プリンシパル・エージェント関係における
プリンシパルとエージェント、サプライチェーン
における企業）の保有する情報は非対称的であり、
利害が対立していることがある。それによって行
為主体間でそれぞれの活動に対するリスクと報酬
の認識にずれが惹き起こされる。この類似点のた
めに、多くの研究者がサプライチェーン・マネジ
メントの説明に実証的エージェンシー理論を援用
しているのである 11）。彼らがいかなる問題の解
明を試みたのかということは、ストック（Stock, J. 
R.）が挙げた 5 つの問題点によって説明すること
ができる 12）。彼は実証的エージェンシー理論によっ
てサプライチェーン・マネジメントにおける供給
者と購買者間の利害対立やリスク負担、設備投資
の費用負担、力関係の問題の解明が可能になると
主張している 13）。
Ⅱ－２．サプライチェーン・マネジメントと二種
類の契約
　前述のように、実証的エージェンシー理論とサ
プライチェーン・マネジメントの間には、多くの
類似点がみられる。それゆえ、多くの研究者が、
実証的エージェンシー理論に基づいてサプライ
チェーン・マネジメントを解明することができる
7） エージェンシー理論の説明領域については、Williamson, O. E. (1990) , 菊澤 (1998) または Picot, A. , Dietl, H. & Franck, E. (2005) を参
照
8） Knight, F. (1921), pp.19-20 を参照。
9） 深山 (2010) 195 ページを参照。
10） Mentzer, J. T. ed. (2001), p.22 を参照。
11） Fayezi, S. , O’Loughlin, A. & Zutshi, A. (2012) を参照。
12） Stock, J. R. (1997), p.527 または、Fayezi, S. , O’Loughlin, A. & Zutshi, A. (2012), p.558 を参照。
13） Stock, J. R. (1997), p.527 または、Fayezi, S. , O’Loughlin, A. & Zutshi, A. (2012), p.558 を参照。ストックは、実証的エージェンシー理論
によって解明しうる問題を他に 4 つ挙げているが、ファイージらは、それらは取引コスト理論でも考察可能であると述べている。ま
た、実証的エージェンシー理論はその特質上、プリンシパル・エージェント関係という二者間の関係を対象としているため、サプラ
イチェーンという企業間関係で発生する様々な問題を考察することに適している理論であると考えられる。
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と考えているのである。この様な考察様式は、ラ
ザールとケアーの論文（Lassar, W. M. & Kerr, J. L, 
1996）から始まる。この論文では、サプライヤー
と配送業者の間にプリンシパル・エージェント関
係を見出し、サプライヤー（プリンシパル）が配
送業者（エージェント）を効率的に管理するため
には、いかなる契約を結ぶべきであるかというこ
とを検討したものである 14）。契約の種類による
管理の効率性の相違を考察するために、実証的エー
ジェンシー理論が利用されているのである。これ
に関して、アイゼンハルト（Eisenhardt, K. M.）は、
二種類の契約という概念を主張した 15）。二種類
の契約とは、収入契約と行為契約のことである。
ジェンセンとメックリングが実証的エージェンシー
理論を提唱して以来、収入契約が全ての契約の基
本であった。しかし、アイゼンハルトは、デムス
キとファルサム（Demski, J. S. & Faltham, G. A.）
による従業員の動機付けに関する研究の結果を踏
まえ 16）、動機付けは金銭的な報酬のみによって
行われるものではないと指摘し、もう一つの動機
付けすなわち行為契約による行為や権限移譲によ
る動機付けも存在すると主張したのである。そし
て、彼女は、行為契約によって長期的な関係を築
くことができると述べている。それゆえ、サプラ
イチェーン・マネジメントを実証的エージェンシー
理論で説明する際に、研究者達は行為契約を基礎
として考察しているのである。
Ⅲ．サプライチェーン内のプリンシパル・エージェ
ント関係と行為契約
　実証的エージェンシー理論は、様々な関係をプ
リンシパル・エージェント関係とみなし、それら
の関係を考察する理論である。サプライチェーン
内のいかなる関係をプリンシパル・エージェント
関係に仮託することによって、何が明らかになる
のであろうか。
Ⅲ－１．サプライチェーンと実証的エージェンシー
理論
　サプライチェーン・マネジメントにおいては、
サプライチェーン内で発生するリスクは、発生原
因によって、①環境リスク、②供給リスク、③需
要リスクの三つに細分される 17）。そして、サプ
ライチェーン・マネジメントによって供給リスク
を低減することができるものと考えられているの
である。
　その過程で費やされるコストが、実証的エージェ
ンシー理論のエージェンシー・コストと同一視さ
れているのである。そして、サプライチェーン内
の購買者と販売者の関係がプリンシパル・エージェ
ント関係とみなされており 18）、この関係におい
ては、購買者がプリンシパルであり、販売者がエー
ジェントである。この設定は多くの研究者に採用
されているが、それらに共通しているのは、購買
者と販売者、あるいは供給者と製造業者の二者間
の関係をプリンシパル・エージェント関係に仮託
していることと、この二者が収入契約だけではな
く行為契約も結ぶことにより、両者の利害の対立
を軽減させることができ、長期的な協力関係を構
築することができると結論づけていることである。
　しかし、ユトナーやメンツァー（Mentzer, J. T.）
が示しているように、サプライチェーンとは、購
買者と販売者や、供給者と配送業者などの二者間
のみの関係を意味しているのではない。二者間の
関係のことをメンツァーは、パートナーシップ
（partnership）あるいは提携（alliance）と称して
14） この論文同様、サプライチェーン・マネジメントの研究では、配送業者を考察対象としていることが多い。しかし、配送業者はサ
プライチェーンに付随する行為主体である。その為、本稿では、以後、配送業者を考察対象としない。
15） Eisenhardt, K. M. (1985, 1988, 1989) を参照。彼女は、金銭的収入を求めて結ぶ契約を収入契約 (Outcome-based contract)、そして、何
らかの行為や使命を遂行することを求めて結ぶ契約を行為契約 (Behavior-based contract) と称している。
16） Demski, J. S. & Faltham, G. A. (1978) を参照。
17） Juettner, U. (2005), p.122 を参照。ただし、Menzter, J. T. (2001), Manuj, I. & Menzter, J. T. (2008) などでは、サプライチェーン・マネジ
メントに関わるリスクは 8 つに分類されている。しかし、それは、本稿で取り上げられている 3 つに再分類することができる。その
ため、本稿ではサプライチェーン・マネジメントに関わるリスクに関しては、3 つの類型を利用する。
18） 購買者と販売者の関係については、Zsidisin, G. A. & Ellram, L. M. (2003) または、Whipple, J. M. & Roh, J. (2010) を参照。
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いる 19）。サプライチェーンとは、一つの行為主
体を中心として少なくとも一段階上流および下流
のプロセスを担う企業を含めた 3 つの行為主体間
の関係を考察するものである。サプライチェーン
内の一部分である二者間の関係を考察するだけで
は、そこで発生する現象を十分に説明できないの
である。実証的エージェンシー理論では、考察対
象は二者間の関係に限定され、その関係を構成す
る行為主体以外の影響は無視されている。しかし、
サプライチェーン内のプリンシパル・エージェン
ト関係を実証的エージェンシー理論で考察する場
合には、特定の二者の関係を考察するだけでは十
分ではない。なぜなら、サプライチェーン内の行
為主体は、自らと契約を結び上流プロセスを担う
行為主体の要請を達成することが、その上流プロ
セスの行為主体の利益をいかほど満たしているか
を知ることができないからである。すなわち、株
主と経営者、保険会社と被保険者といった関係に
おいては、エージェントに対してプリンシパルが
何を求めているかということが明確に示されてい
る。それは、株価や自らが支払う保険料である。
しかし、サプライチェーン内の行為主体の場合で
は、供給者にとって自らの製品が供給先の成果に
いかほど貢献しているかは不明確である。例えば、
ある製品の売り上げが多かった場合、それが特定
の部品の品質、販売方法あるいは自らの製造技術
のいずれが原因であるのかということは正確には
分からない。株主と経営者の関係の場合の株価の
ように明白な指標がある訳ではないのである 20）。
Ⅲ－２．行為契約の目的
　すでに述べたように行為契約はアイゼンハルト
が主張した概念である。この概念は、デムスキと
ファルサムの研究（Demski, J. S. & Faltham, G. A. , 
1978）を基礎としている 21）。彼らの主張は、組
織内の労働者の評価が金銭的報酬という経済的な
指標のみで行われることに疑問を投げかけるもの
であった。彼らは、労働者はそれぞれ多様な価値
観を持ち、また、彼らが従事する複雑化した業務
の成果も簡単に測定できるものではないため、金
銭のみでは労働者を効果的に動機づけすることは
できないと主張している。彼らによれば、効果的
に労働者を動機付けするためには、労働者の価値
観に応じた報酬を付与することが必要である。つ
まり、行為契約とは、収入契約のみでは応えられ
ない労働者の欲求をいかに充足させるかという目
的のために導出されたのである。
　ただ、デムスキとファルサムは、報酬の種類と
契約関係の継続期間の関係については言及してい
ない。彼らの研究にとって契約関係が長期的にな
るか否かということは問題ではないのである 22）。
　行為契約は、企業組織が大規模化、階層化する
に従ってその量が増大していった管理業務や研究
開発を評価・監視するために生み出された。ただ
し、この行為契約によって評価・監視される企業
活動は、その影響の顕在化に時間がかかり、また
不明瞭でもある。そのため、結果として行為契約
で評価された関係が長期的な関係になるのである。
行為契約は、長期的な関係を築くことを目的とし
た契約ではなく、影響が分かりにくい企業活動を
監視・評価することを目的とした契約なのである。
Ⅲ－３．サプライチェーン・マネジメントと行為
契約
　行為契約の目的は、影響が不明瞭な関係を監視・
評価することである。そうであるならば、サプラ
イチェーン内のプリンシパル・エージェント関係
は、行為契約の目的に合致したものであるのであ
ろうか。上述のように、サプライチェーン内のプ
リンシパル・エージェント関係は、エージェント
に自らのプリンシパルへの貢献が明らかにされて
いるわけではない。不明瞭な上流プロセスの需要
19） Mentzer, J. T. ed. (2001), p.7 を参照。
20） Hornibrook, S. (2007), Norrman, A. (2008) の研究では、前者は食料品業界のサプライチェーン、後者は電気機器メーカーのサプライ
チェーンについて考察され、二者の関係に限定せずにサプライチェーン内のプリンシパル・エージェントを考察し、より正確なサプ
ライチェーンの実体を捉えようとされている。しかし、双方とも行為契約を結ぶことを重視する結論が導出されている。
21） Demski, J. S. & Faltham, G. A. (1978) を参照。
22） Demski, J. S. & Faltham, G. A. (1978), p.337 を参照。
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は、需要リスクとみなされ、そのリスクは供給者
では管理できない 23）。それらの関係の影響は、
不明瞭であるが全てが長期的な関係ではない。な
ぜなら、プリンシパル・エージェント関係という
契約関係の前提は二者間の委託・受託関係であり、
それは、「ある個人または複数の人（プリンシパル）
が、他者（エージェント）に何らかの権限を与え
ることによって自分の代わりに行動させる 24）」
関係であり、仮にエージェントが、プリンシパル
の利益を満たすことができなければ、プリンシパ
ルはエージェントを交代させることができる。こ
のエージェントの代替可能性の高さは、実証的エー
ジェンシー理論では、エージェントの行動を規律
づけさせるために必要な要素であるとみなされて
いる。サプライチェーン内のプリンシパル・エー
ジェント関係が長期的な関係であるようにみえる
のは、エージェントがプリンシパルの利益を充足
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
し続けている
3 3 3 3 3 3
からである。それは、株主と経営者
のプリンシパル・エージェント関係において、長
期に亘って経営者がその地位に留まり続けること
ができるのは、長期に亘って株主の利益を満たし
3 3 3 3 3 3 3 3 3
続けた
3 3 3
からであるということと同義である。つま
り、行為契約という長期的な契約がサプライチェー
ン内で結ばれるには、プリンシパルに供給される
製品の安定した品質と量などの利益をプリンシパ
ルにもたらし続けることが必要なのである。
Ⅳ．エージェンシー・コストとサプライチェーン・
マネジメント
　サプライチェーン・マネジメントを実証的エー
ジェンシー理論で考察することができるのであれ
ば、そこで発生するコストは、エージェンシー・
コストの概念で説明できるはずである。ここでは、
それが可能か否かということを考察する。
Ⅳ－ 1．エージェンシー・コストと行為契約
　行為契約の概念はエージェンシー理論に含まれ
るので、その場合に費消されるコストは、エージェ
ンシー・コストである。エージェンシー・コスト
は、エージェントの行動をプリンシパルの利益に
かなうものに誘引するために費消されるコストと
定義される 25）。
　当然のことながら、行為契約で結ばれたサプラ
イチェーン内のプリンシパル・エージェント関係
においてもエージェンシー・コストが発生する。
サプライチェーン内のプリンシパル・エージェン
ト関係での監視コストまたは拘束コストとは、エー
ジェントから供給された製品の品質や数量のチェッ
ク行うことやプリンシパルの要求する品質や数量
の製品を指定された納期までにエージェントが納
品することにかかるコストのことである。
　残余損失とは、株主と経営者の関係の場合、株
主が自ら経営することを断念し、経営者に企業の
経営を任せる際に手放す特権、あるいは、逆に、
経営者が、自らの企業を上場し、新たな株主を証
券市場から獲得した際にその経営者が手放す特権
のことである。したがって、サプライチェーン内
でのプリンシパル・エージェント関係での残余損
失とは、下流プロセスの工程を他の企業に任せた
際に失われる特権であるとみなすことができる。
Ⅳ－ 2．プリンシパル・エージェント関係とサプ
ライチェーン・マネジメント
　サプライチェーン・マネジメントとは、何らか
の方策を講じることによってサプライチェーン内
で発生するエージェンシー・コストを低減させる
ことである。エージェンシー・コストは、プリン
シパルとエージェントの間で利害の対立が存在し、
情報が偏在しているために発生する 26）。つまり、
サプライチェーン・マネジメントの研究者達が述
べるサプライチェーン内の情報を共有化し、利害
23） Hornibrook, S. (2007), Norrman, A. (2008) の研究では、需要リスクは予測情報としてプリンシパルからエージェントへもたらされる
ことによって、サプライチェーン内である程度予測可能なものにはすることができると述べられている。
24） Jensen, M. C.(2000), p.137.
25） Jensen, M. C. (2000), p. 86 を参照。具体的には、1. 契約締結にかかるコスト、2. 監視コスト、3. 拘束コスト , 4. 残余損失のことであ
る。
26） Picot, A. , Dietl, H. & Franck, E. (2005), Horsch, A. , Meinhövel, H. & Paul, S. (2005) または、菊澤 (1998) を参照。
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対立を緩和させるという方策は、確かに前に述べ
たエージェンシー・コストを低減させる。しかし、
それはプリンシパルにとって有益なことではない
のである。なぜなら、それが、プリンシパルの能
力を超えるものであるからである。プリンシパル・
エージェント関係は、委託・受託関係である。そ
れは、プリンシパルが自らではできないから
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
エー
ジェントを利用するのである 27）。株主と経営者
の場合の残余損失は、所有と経営が分離する過程
で生じる。サプライチェーン内の関係の場合、株
主と経営者の関係とは異なり、両者は元々別個の
存在である。そこには分離したことによって生じ
る残余損失は発生しないのである。もし仮に、プ
リンシパルが自らの能力でエージェントの役割を
行うことができるのであれば、その関係は構築さ
れない。たとえプリンシパルがエージェントと同
じ情報を得たとしても、エージェントを利用する
場合よりも効率的に自らの利益の充足を行うこと
ができるはずがないのである。それをプリンシパ
ルに課すことは全く効率性を欠いていると言わな
ければならない。エージェントにとっても、自ら
の活動がプリンシパルに干渉されるので、同様に
効率性が阻害されるのである。
　また、サプライチェーン・マネジメントの研究
者達が主張するように、行為契約によって利害の
対立までも解消されるのであれば、そこで発生す
るコストは、エージェンシー・コストではない。
利害対立がない場合に、互いの意思が伝達されな
かったり、取引が履行されなかったりすることに
よって発生するコストは、取引コストである 28）。
具体的には、自分が望む品質と量の部品を供給し
てくれる供給者を探す際にかかる費用や、契約締
結後の情報伝達の不備による品質や量の誤りなど
が取引コストに含まれる。しかし、例え理想的な
供給者を見つけたとしても、供給者は自らの製品
を高く売ろうと試み、逆に、自分たちはできるだ
け安価での購入を試みる。この利害対立を克服し、
妥当な契約に帰結させるために費やされる費用が
エージェンシー・コストである。このように取引
コスト理論とエージェンシー理論の相違点は、そ
の契約が事後的であるか事前的であるかであると
いわれているが 29）、事前契約が必要とされるのは、
その契約の当事者間に利害対立があるからであり、
利害対立がなければ、事後的な報告と清算で万事
が解決するのである。その場合には、リスク負担
も問題とならない。なぜなら、プリンシパルの命
令にエージェントが必ず従い、その意向に沿って
行動し、それらの費用負担を一つの利害基準に従っ
て分配するのであれば、そこでは、エージェント
がいかなる原因によって指示通りに行うことがで
きなかったかが問題になり、できない場合のリス
クを考慮する必要はないからである。
Ⅴ．結
　本稿では、1990 年代以降の実証的エージェン
シー理論を用いてサプライチェーン・マネジメン
トを説明しようとする流れを踏まえ、それが可能
か否かを検討した。その結果、実証的エージェン
シー理論とサプライチェーン・マネジメントは、
目的は類似しているが、最終的には決定的な相違
のあることが明らかになった。それは利用される
手段が異なるからである。サプライチェーン・マ
ネジメントに関しては、行為契約によってサプラ
イチェーン内のリスク負担やリスク管理が効率的
に行われるものと考えられた。しかし、行為契約
とは、企業組織内の特定の事象について考察する
ために導出された概念であり、それを一般化する
ことはできないのである。その概念の特殊性を無
視したために、彼らの主張は、実証的エージェン
シー理論の範囲を逸脱し、当初の目的からかけ離
れたものとなった。
　実証的エージェンシー理論によってサプライ
チェーン・マネジメントを説明するためには、実
証的エージェンシー理論の目的と基本原理を理論
27） 岡村 (2013) を参照。この研究で、株主と経営者のプリンシパル・エージェント関係の形成と経営と所有の分離の関連について述べ
られている。株主は、企業経営に専門的な能力が必要になるにつれ、企業経営に関与しなくなるのである。
28） Picot, A. , Dietl, H. & Franck, E. (2005) または、菊澤 (1998) を参照。
29） Williamson, O. E. (1990) を参照。
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的に検討することが必要であり、さらにその理論
の成果を援用する場合には、それに則して注意深
く利用することが必要である。エージェンシー・
コストと取引コストが混同されて捉えられている
状態では、実証的エージェンシー理論によってサ
プライチェーン・マネジメントを説明することは
できない。
　このように本稿での検討の結果、基本仮定の重
要性が際立たされた。当初、サプライチェーン・
マネジメントの研究者達は、実証的エージェンシー
理論を用いてサプライチェーン内で発生するリス
クの管理方法を説明しようとしていた。しかし、
それを推し進めるにつれ、実証的エージェンシー
理論の基本仮定から離れ、その範疇外のものとなっ
てしまった。つまり、特定の理論を用いる際には、
それを律する基本原則を無視することはできない。
その禁忌を犯してしまうとその考察の意味すらな
くなってしまうのである。
　企業戦略にはサプライチェーン・マネジメント
と同様の特質がみられる。そうであるならば、こ
れを実証的エージェンシー理論を用いて説明する
ことは可能であろうか。この問題を解明するため
には、企業組織が実証的エージェンシー理論によっ
ていかように捉えられるかということが考察され
なければならない。それを行うことが今後の課題
である。
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